
３）橋梁個別計画の策定状況（全国）
○国のインフラ⻑寿命化基本計画（２０１３年）では２０２０年頃までの⻑寿命化修繕計画（個別施設計画）の策定を
⽬標としていますが、２０２１年度末時点で計画を策定していない地⽅公共団体が４５団体あり、策定済みで公表
していない地⽅公共団体は１６４団体あります。

○修繕の時期や内容を橋梁毎に⽰していない計画となっている地⽅公共団体は１４７団体。
○また、計画の策定後に点検結果を反映するなど計画の更新を⾏っていない地⽅公共団体は１９６団体。
○橋梁等の⽼朽化対策を計画的・効率的に進めるためにも、⻑寿命化修繕計画を策定するとともに、点検結果を踏ま
え、更新を⾏うことが重要です。

【橋梁（２ｍ以上）の長寿命化修繕計画（個別施設計画）の策定、記載内容、更新の状況（地方公共団体）】

※2022年3月31日時点（国土交通省道路局調べ）

※地方公共団体（1,781団体）の内訳は、都道府県：47団体、政令市：20団体、市区町村：1,714団体（特別区含む）
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【公表済】
１，５７２団体
（８８％）

【未公表】１６４団体（９％）

【未策定】
４５団体
（３％）

【未策定・未公表】
２０９団体
（１２％）

【未策定・未公表】
２０９団体
（１２％）

【修繕の情報無し】
１４７団体（８％）

【修繕の情報有り】
１，４２５団体

（８０％）

【策定後更新有り】
１，３７６団体
（７７％）

【策定後更新無し】
１９６団体（１１％）

１，７８１団体 １，７８１団体 １，７８１団体
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３）橋梁個別計画の策定状況（四国全体）
 国のインフラ⻑寿命化基本計画（２０１３年）では２０２０年頃までの⻑寿命化修繕計画（個
別施設計画）の策定を⽬標としていますが、２０２１年度末時点で計画を策定していない地⽅
公共団体が四国内では１団体あり、策定済みで公表していない地⽅公共団体は２団体です。

 修繕の時期や内容を橋梁毎に⽰していない計画となっている地⽅公共団体は１０団体です。
 また、計画の策定後に点検結果を反映するなど計画の更新を⾏っていない地⽅公共団体は１５
団体です。

【橋梁（２ｍ以上）の長寿命化修繕計画（個別施設計画）の策定、記載内容、更新の状況（地方公共団体）】

「道路メンテナンス会議」調べ2022.3.31時点
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【公表済】
９６団体
（９７％）

【未公表】２団体（２％）

【未策定】
１団体

（１％）

【未策定・未公表】
１団体

（１％）

【未策定・未公表】
１団体

（１％）

【修繕の情報無し】
１０団体（１０％）

【修繕の情報有り】
８８団体
（８９％） 【策定後更新有り】

８３団体
（８４％）

【策定後更新無し】
１５団体（１５％）

９９団体 ９９団体 ９９団体
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３）橋梁個別計画の策定状況（高知県）
 ⾼知県内では３５団体のうち３５団体で策定済みであり、全て公表済みです。
 修繕の時期や内容を橋梁毎に⽰していない計画となっている地⽅公共団体も有りません。
 また、計画の策定後に点検結果を反映するなど計画の更新を⾏っていない地⽅公共団体は６団
体です。

「道路メンテナンス会議」調べ2022.3.31時点

【橋梁（２ｍ以上）の長寿命化修繕計画（個別施設計画）の策定、記載内容、更新の状況（地方公共団体）】
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【公表済】
３５団体

（１００％）

【修繕の情報有り】
３５団体

（１００％） 【策定後更新有り】
２９団体
（８３％）

【策定後更新無し】
６団体（１７％）

【未公表】０団体（０％）

【未策定】０団体（０％）

【未策定・未公表】
０団体（０％）

【修繕の情報無し】
０団体（０％）

【未策定・未公表】
０団体（０％）

３５団体 ３５団体３５団体
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３）個別計画の記載内容（全国）
○ 2021年度時点で、橋梁の⻑寿命化計画（個別施設計画）に「新技術等の活⽤⽅針」を記載している地⽅公共団体は
550団体であり、「集約・撤去などの費⽤の縮減に関する具体的な⽅針」を記載している地⽅公共団体は505団体です。

【橋長（２ｍ以上）の長寿命化修繕計画（個別施設計画）における記載状況（地方公共団体）】

※2022年3月31日時点（国土交通省道路局調べ）

※地方公共団体（1,781団体）の内訳は、都道府県：47団体、政令市：20団体、市区町村：1,714団体（特別区含む）
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【記載あり】
５５０団体
（３１％）

【記載なし】
１，０２２団体

（５７％）

【未策定】
２０９団体（１２％）

【記載あり】
５０５団体
（２８％）

【記載なし】
１，０６７団体

（６０％）

【未策定】
２０９団体（１２％）

１，７８１団体 １，７８１団体
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３）個別計画の記載内容（四国全体）
○ 2021年度時点で、橋梁の⻑寿命化計画（個別施設計画）に「新技術等の活⽤⽅針」を記載している地⽅公共団体は
17団体であり、「集約・撤去などの費⽤の縮減に関する具体的な⽅針」を記載している地⽅公共団体は14団体です。

【橋長（２ｍ以上）の長寿命化修繕計画（個別施設計画）における記載状況（地方公共団体）】
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【記載あり】
１７団体
（１７％）

【記載なし】
８１団体
（８２％）

【未策定】
１団体（１％）

【記載あり】
１４団体（１４％）

【記載なし】
８４団体
（８５％）

【未策定】
１団体（１％）

９９団体 ９９団体

「道路メンテナンス会議」調べ2022.3.31時点
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３）個別計画の記載内容（高知県）
○ 2021年度時点で、橋梁の⻑寿命化計画（個別施設計画）に「新技術等の活⽤⽅針」を記載している地⽅公共団体は
2団体であり、「集約・撤去などの費⽤の縮減に関する具体的な⽅針」を記載している地⽅公共団体は1団体です。

【橋長（２ｍ以上）の長寿命化修繕計画（個別施設計画）における記載状況（地方公共団体）】
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集約・撤去などの費用の縮減に

関する具体的な方針

【記載あり】２団体（６％）

【記載なし】
３３団体
（９４％）

【記載あり】
１団体（３％）

【記載なし】
３４団体
（９７％）

【未策定】０団体（０％） 【未策定】０団体（０％）

３５団体 ３５団体

「道路メンテナンス会議」調べ2022.3.31時点

20




